
 

平成 23 年 3 月 11 日東北地方太平洋沖地震

に際しての首都圏の地方公共団体における

帰宅困難者対応の実態調査 
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参考資料３ 



問1
［単一回答］ 管内での帰宅困難者の滞留の有無

n=216

問2
［単一回答］ (問１での「1.管内で帰宅困難者が滞留した」と回答した場合）
おおよその人数の把握の有無

n=156

問3
［単一回答］ 徒歩で自宅まで帰宅する人が大量に管内を通過したか。

n=216

問１/問３　管内での帰宅困難者の滞留及び大量の徒歩帰宅者の通過の有無

n=216

50 団体, 32.1%

106 団体, 67.9%

 把握している

 わからない 

60 団体, 27.8%

156 団体, 72.2% 1.管内で帰宅困難者が滞留した 

2.管内で帰宅困難者の滞留はなかった 

142 団体, 65.7%

74 団体, 34.3%

 1.徒歩で自宅まで帰宅する人が大量に管内を通過した 

 2.歩行者の様子は普段とあまり変わらなかった 

72 団体,
33.3%

2 団体, 0.9%

58 団体,
26.9%

84 団体,
38.9%

滞留した/大量に管内を通過した

滞留した/歩行者は普段とかわらない

滞留しなかった/大量に管内を通過した

滞留しなかった/歩行者は普段とかわらない
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問4
［単一回答］ 車両や徒歩帰宅者による道路の混雑状況等の情報収集の有無

n=158

問5
［複数回答］ (問４で「1.情報収集を行った」と回答した場合) n=80
情報収集の方法

問6
［複数回答］ (問４で「1.情報収集を行った」と回答した場合) n=80
収集した情報の活用状況

問7
［単一回答］ 管内の鉄道の運行状況(再開見込等）に関する情報収集の有無

n=158

78 団体, 49.4%

80 団体, 50.6%

 1.情報収集を行った 

 2.特に情報収集は行わなかった 

65.0 ％

60.0 ％

47.5 ％

11.3 ％

31.3 ％

0 20 40 60 80

1.テレビやラジオ等の報道で把握した

2.主要道路等に職員を派遣して把握した

3.警察署と連携して把握した

4.区市町村で設置している街頭カメラで把握した

5.その他

（%）

50.0 ％

75.0 ％

56.3 ％

11.3 ％

7.5 ％

0 20 40 60 80

1.帰宅困難者に情報提供した

2.帰宅困難者の受入施設数の検討に活用した

3.支援物資の調達の検討に活用した

4.帰宅困難者の輸送手段の検討に活用した

5.その他

（%）

15 団体, 9.5%

143 団体, 90.5%

 1.情報収集を行った 

 2.特に情報収集は行わなかった 
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問8
［複数回答］ (問７で「1.情報収集を行った」と回答した場合） n=143
情報収集の方法

問9
［複数回答］ (問７で「1.情報収集を行った」と回答した場合) n=143
収集した情報の活用状況

問10
［単一回答］ 道路の交通規制や帰宅困難者等の誘導に関する情報の所轄警察署との共有の有無

n=158

問11
［複数回答］ (問１０で「1.情報共有を行った」と回答した場合)
情報共有方法 n=74

69.9 ％

41.3 ％

69.9 ％

8.4 ％

20.3 ％

16.1 ％

0 20 40 60 80

1.テレビやラジオ等の報道で把握した

2.駅に職員を派遣して把握した

3.駅と電話で連絡をとり把握した

4.駅と防災無線等で連絡をとり把握した

5.駅ではなく鉄道会社の本社（支社）と連絡をとり把握した

6.その他

（%）

68.5 ％

63.6 ％

35.7 ％

14.7 ％

9.8 ％

0 20 40 60 80

 1.帰宅困難者に情報提供した 

 2.帰宅困難者の受入施設数の検討に活用した 

 3.支援物資の調達の検討に活用した 

 4.帰宅困難者の輸送手段の検討に活用した 

 5.その他 

（%）

74 団体, 46.8%

84 団体, 53.2%

 1.情報共有を行った 

 2.特に情報共有は行わなかった 

83.8 ％

9.5 ％

28.4 ％

4.1 ％

2.7 ％

0 20 40 60 80 100

1.警察署に電話で連絡をとり情報共有した

2.警察署に防災無線等で連絡をとり情報共有した

3.職員を警察署に派遣して情報共有した

4.警察署から職員が区市町村に派遣された

5.その他

（%）
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問12
［複数回答］ (問１０で「1.情報共有を行った」と回答した場合) n=74
共有情報の活用状況

問13
［複数回答］ 一斉徒歩帰宅を抑制するための呼びかけの有無 n=158

問14
［複数回答］ (問13で「1.自治体として直接行った」を回答した場合) n=12
呼びかけの方法

問15
［複数回答］ (問13で「2.関係先に依頼して行った」と回答した場合) n=3
依頼先

44.6 ％

59.5 ％

33.8 ％

9.5 ％

18.9 ％

0 20 40 60 80

1.帰宅困難者に情報提供した

2.帰宅困難者の受入施設数の検討に活用した

3.支援物資の調達の検討に活用した

4.帰宅困難者の輸送手段の検討に活用した

5.その他

（%）

7.6 ％

91.1 ％

1.9 ％

0 20 40 60 80 100

1.自治体として直接行った

2.関係先に依頼して行った

3.行わなかった

（%）

25.0 ％

33.3 ％

25.0 ％

25.0 ％

25.0 ％

41.7 ％

0.0 ％

0.0 ％

0.0 ％

0 20 40 60 80

1.防災無線を利用した

2.広報車を利用した

3.職員等が拡声器を使って呼びかけた

4.公共施設等に貼り出しを行った

5.区市町村のホームページを活用した

6.携帯電話用のウェブサイトを活用した

7.電子メール・携帯メールを活用した

8.広報用の電光掲示板を利用した

9.その他

（%）

33.3 ％

66.7 ％

0.0 ％

0.0 ％

0.0 ％

0.0 ％

0.0 ％

0.0 ％

0.0 ％

0 20 40 60 80

1.マスコミを活用した

2.コミュニティFMを活用した

3.コンビニ・ガソリンスタンド等へ依頼した

4.鉄道事業者(駅)へ依頼した

5.大規模集客施設(百貨店等)へ依頼した

6.企業等へ依頼した

7.警察へ交番等での提供を依頼した

8.地域コミュニティ(自治体や自主防災組織等)へ依頼した

9.その他

（%）
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問16
［複数回答］ 鉄道の運行状況の情報提供の有無 n=158

問17
［複数回答］ (問16で「1.自治体として直接行った」と回答した場合) n=107
情報提供方法

問18
［複数回答］ (問16で「2.関係先に依頼して行った」と回答した場合) n=8
依頼先

問19
［複数回答］ 道路・駅前広場等の混雑状況の情報提供の有無 n=158

67.7 ％

29.1 ％

5.1 ％

0 20 40 60 80

1.自治体として直接行った

2.関係先に依頼して行った

3.行わなかった

（%）

30.8 ％

18.7 ％

15.0 ％

35.5 ％

8.4 ％

18.7 ％

34.6 ％

0.9 ％

2.8 ％

0 20 40 60

1.防災無線を利用した

2.広報車を利用した

3.職員等が拡声器を使って呼びかけた

4.公共施設等に貼り出しを行った

5.区市町村のホームページを活用した

6.携帯電話用のウェブサイトを活用した

7.電子メール・携帯メールを活用した

8.広報用の電光掲示板を利用した

9.その他

（%）

12.5 ％

62.5 ％

37.5 ％

0.0 ％

0.0 ％

0.0 ％

0.0 ％

0.0 ％

0.0 ％

0 20 40 60 80

1.マスコミを活用した

2.コミュニティFMを活用した

3.コンビニ・ガソリンスタンド等へ依頼した

4.鉄道事業者(駅)へ依頼した

5.大規模集客施設(百貨店等)へ依頼した

6.企業等へ依頼した

7.警察へ交番等での提供を依頼した

8.地域コミュニティ(自治体や自主防災組織等)へ依頼した

9.その他

（%）

12.7 ％

84.8 ％

3.8 ％

0 20 40 60 80 100

1.自治体として直接行った

2.関係先に依頼して行った

3.行わなかった

（%）
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問20
［複数回答］ (問19で「1.自治体として直接行った」と回答した場合) n=20
情報提供方法

問21
［複数回答］ (問19で「2.関係先に依頼して行った」と回答した場合) n=6
依頼先

問22
［複数回答］ 帰宅困難者の受け入れ先の情報提供の有無 n=158

問23
［複数回答］ （問22で「1.自治体として直接行った」を選択した場合) n=94
情報提供方法

20.0 ％

10.0 ％

55.0 ％

20.0 ％

10.0 ％

10.0 ％

5.0 ％

5.0 ％

0.0 ％

0 20 40 60

1.防災無線を利用した

2.広報車を利用した

3.職員等が拡声器を使って呼びかけた

4.公共施設等に貼り出しを行った

5.区市町村のホームページを活用した

6.携帯電話用のウェブサイトを活用した

7.電子メール・携帯メールを活用した

8.広報用の電光掲示板を利用した

9.その他

（%）

16.7 ％

16.7 ％

50.0 ％

33.3 ％

16.7 ％

0.0 ％

0.0 ％

0.0 ％

0.0 ％

0 20 40 60

1.マスコミを活用した

2.コミュニティFMを活用した

3.コンビニ・ガソリンスタンド等へ依頼した

4.鉄道事業者(駅)へ依頼した

5.大規模集客施設(百貨店等)へ依頼した

6.企業等へ依頼した

7.警察へ交番等での提供を依頼した

8.地域コミュニティ(自治体や自主防災組織等)へ依頼した

9.その他

（%）

59.5 ％

24.7 ％

30.4 ％

0 20 40 60 80

1.自治体として直接行った

2.関係先に依頼して行った

3.行わなかった

（%）

14.9 ％

12.8 ％

55.3 ％

10.6 ％

27.7 ％

7.4 ％

11.7 ％

33.0 ％

1.1 ％

0 20 40 60

1.防災無線を利用した

2.広報車を利用した

3.職員等が拡声器を使って呼びかけた

4.公共施設等に貼り出しを行った

5.区市町村のホームページを活用した

6.携帯電話用のウェブサイトを活用した

7.電子メール・携帯メールを活用した

8.広報用の電光掲示板を利用した

9.その他

（%）
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問24
［複数回答］ (問22で「2.関係先に依頼して行った」を選択した場合) n=39
依頼先

問25
［複数回答］ 帰宅困難者等に対する休憩等に利用可能な一時滞在施設の開設状況 n=158

問26
 管内で一時滞在施設として開設された施設について n（一時滞在施設数）=1,245

［単一回答］ 開設の根拠

［複数回答］ 当該施設で行った支援内容 n（一時滞在施設数）=1,245

7.7 ％

66.7 ％

10.3 ％

33.3 ％

12.8 ％

7.7 ％

2.6 ％

2.6 ％

5.1 ％

0 20 40 60 80

1.マスコミを活用した

2.コミュニティFMを活用した

3.コンビニ・ガソリンスタンド等へ依頼した

4.鉄道事業者(駅)へ依頼した

5.大規模集客施設(百貨店等)へ依頼した

6.企業等へ依頼した

7.警察へ交番等での提供を依頼した

8.地域コミュニティ(自治体や自主防災組織等)へ依頼した

9.その他

（%）

73.4 ％

48.1 ％

5.7 ％

5.7 ％

8.9 ％

3.2 ％

0 20 40 60 80

1.地域住民の避難所として指定されていた公共施設
や学校を利用して開設した

2.避難所ではない公共施設を利用して開設した

3.事前の協定に基づいて、民間施設等を利用して開設した

4.事前の協定はなかったが、民間施設等に協力を依頼して開設した

5.その他

6.開設しなかった

（%）

66.7 ％

9.5 ％

9.7 ％

10.9 ％

2.7 ％

0.4 ％

0 20 40 60 80

1.地域防災計画に位置づけられた避難所

2.地域防災計画に位置づけられていない避難所

3.協定等に基づく帰宅困難者の支援施設

4.当日に施設管理者等に依頼して設置

5.施設側からの自主的な申出

6.その他

（%）

95.8 ％

78.4 ％

75.0 ％

92.3 ％

89.1 ％

22.1 ％

29.9 ％

8.2 ％

3.5 ％

6.0 ％

2.3 ％

0 20 40 60 80 100

1.休憩場所の提供

2.飲料水の提供

3.食料の提供

4.トイレの提供

5.寝袋・毛布の提供

6.敷物の提供

7.救護用品等の提供

8.帰宅ルートの状況等の情報提供

9.電話の無償提供

10.その他

11.不明

（%）
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問27
［複数回答］ 一時滞在施設への誘導方法 n=158

問28
［複数回答］ 帰宅困難者の代替輸送手段の調整の有無 n=158

問29 
［複数回答］　帰宅困難者等の問題への取組状況 n=158

52.5 ％

14.6 ％

31.6 ％

24.1 ％

5.7 ％

0.6 ％

0 20 40 60

1.区市町村の職員が路上で誘導した

2.警察に依頼して誘導した

3.当該一時滞在施設に依頼して誘導した

4.地域のボランティア等に依頼して誘導した

5.その他

6.誘導は特に行わなかった

（%）

11.4 ％

84.8 ％

4.4 ％

0.6 ％

0 20 40 60 80 100

1.バス事業者との調整を行った

2.タクシー事業者との調整を行った

3.その他

4.特に調整は行わなかった

（%）

11.4%

13.3%

18.4%

18.4%

5.7%

7.0%

8.2%

5.7%

31.6%

4.4%

3.2%

2.5%

3.2%

0.0%

13.9%

11.4%

24.7%

27.2%

25.3%

3.2%

1.3%

0.6%

3.8%

7.0%

12.0%

5.7%

5.7%

0.0 ％ 10.0 ％ 20.0 ％ 30.0 ％ 40.0 ％ 50.0 ％ 60.0 ％

1.地域の事業者等と帰宅困難者問題等を検討する協議会等の開催
　（47／29.7％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2.帰宅困難者対策訓練(図上訓練、実動訓練)の実施 
　（44／27.8％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3.帰宅困難者の受入施設の整備
　（72／45.6％）　　　　　　　　　

4.帰宅困難者を想定した備蓄品の整備 
　（77／48.7％）　　　　　　　　　　　　　

5.帰宅困難者対策をテーマにしたセミナー等の開催 
　（22／13.9％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

6.帰宅困難者のための支援地図の作成 
　（30／19％）　　　　　　　　　　　　　　　
7.帰宅困難者対応マニュアル等の作成 
　（53／33.5％）　　　　　　　　　　　　　

8.帰宅困難者対策を事業所等へ求める条例の制定 
　（15／9.5％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

9.その他（24／15.2％）

10.特になし（50／31.6％）

3月11日より前から実施している

3月11日を契機として実施した

3月11日を契機として検討している
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